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無人航空機による災害応急対策活動（撮影等） 

に関する協定書（案）

国土交通省 関東地方整備局 東京国道事務所（以下「甲」という。）と株式会社 ○

○コンサルタント △△支店（以下「乙」という。）は、無人航空機による災害応急対策

活動（撮影等）の実施に関し、次のとおり協定を締結する。 

第１条 目的 

本協定は、東京国道事務所が管理する道路施設等に災害等が発生した場合ま

たは発生の恐れがある場合や、東京都心２３区内において震度６弱以上（気象庁発

表）の地震（以下「大規模地震」という。）が発生した場合において、東京国道事務

所が管理する国道の災害応急対策活動（以下「活動」という。）を実施するにあた

り、速やかな災害状況把握と道路啓開、被災施設の早期復旧に資することを目的と

している。 

第２条 活動の内容 

甲が乙に対し指示する活動の内容は、第３条の実施区間内における無人航空機

（以下「機体」という。）を活用した被災状況調査（撮影）等とする。 

２．前項の他、甲が活動に関する具体的な要請を行った場合、乙は甲乙協議に基づ

き活動を実施する。 

第３条 活動の実施区間 

実施区間は、別紙－１（東京国道事務所管内）で示す範囲とする。なお、協定締

結後、甲乙間で協議の上、飛行を担当する区間割を定めるものとする。 

２．災害等の状況により、甲が必要と認めるときには、甲乙協議に基づき実施区間以

外に出動を要請することがある。 

第４条 技術者および無人航空機を飛行させる者の変更 

乙は甲に対し、本協定締結参加資格確認のために提出した「協定参加資格確認

申請書」に掲載した「技術者」「無人航空機を飛行させる者」について、やむを得な

い事情により変更が生じた場合は、甲と協議し、同等の能力を有する者を指定する

ものとする。 

第５条 活動開始の指示及び要請 

大規模地震発生時には、甲からの活動開始の指示があったものとみなして、乙

は直ちに活動を開始するものとする。 

ただし、大規模地震発生時において、自らの被災その他の理由により、活動困



難の場合は、この限りではない。 

２．大規模地震発生時の天候が別紙－２に示す「無人航空機の飛行に不適な天候」

に該当する場合は活動を開始しないものとする。 

３．甲は、大規模地震発生時以外において、道路施設等に災害の発生または、発生

の恐れがある場合において必要と認められるときは、書面または電話などの方法

により乙に出動を要請するものとし、乙は、要請を受けた場合、直ちに活動を実施

するものとする。 

第６条 活動開始の報告 

大規模地震が発生した際または活動開始の指示及び要請を受けた場合には、

乙は、甲に活動開始時刻、人員体制、機体の状況、天候等を電話、メール等にて

甲へ報告するものとする。 

第７条 活動完了の報告 

乙は、活動が完了した時は、直ちにその旨を電話、メール等にて甲へ報告するも

のとする。 

第８条 活動の実施報告 

乙は、活動の完了後、開始時間・終了時間及び人員体制・使用した資機材等の

内訳について書面により速やかに甲へ報告するものとする。 

第９条 契約の締結 

甲は、第５条に基づき、乙が活動を開始した時は、「災害応急対策活動」に関し

て、遅滞なく随意契約を締結するものとする。 

第１０条 費用の請求 

乙は、活動の完了後、当該活動に要した費用の見積書を甲に提出するものとす

る。 

第１１条 費用の支払い 

甲は、第１０条の規定による見積書の提出を受けた時は、内容を精査し、その費

用を支払うものとする。 

第１２条 損害の負担 

活動の実施において、第三者に損害を及ぼした場合、乙がその損害を賠償しな

ければならないものとする。ただし、損害の内、甲の責に帰すべき事由により生じた

ものについては、甲が負担するものとする。 



２．活動の実施に伴い、甲乙双方の責に帰さない理由により第三者に損害を及ぼした

時、または機体等に損害が生じた時は、乙は、その事実を直ちに甲へ電話、メール

等にて報告するとともに遅延なくその状況を書面により甲に報告し、その措置につ

いて甲乙協議して定めるものとする。 

第１３条 保有機体に関する情報の共有 

乙は「協定参加資格確認申請書」に掲載した、機体の数量等を把握し、甲へ別

途指定する書面により報告するものとする。 

２．前項の保有機体等の情報に変更があった場合、または機体の現状について甲が

特に報告を求めたときは、甲へ別途指定する書面により速やかに報告するものとす

る。 

第１４条 航空法における許可等 

本協定の締結後、防災訓練等のために航空法に基づく｢無人航空機の飛行に関

する許可・承認｣（同法 132 条（人又は家屋の密集している地域の上空等）、法 132

条の２（目視外飛行、人又は物件から 30m 以上の距離が確保できない飛行等））の

申請手続きを行うものとする。 

なお、本協定の主な活動は、航空法に定める特例に該当する事が想定されるた

め、無人航空機の運用により航空機の航行の安全並びに地上および水上の人及

び物件の安全が損なわれないよう、「航空法第１３２条の３の適用を受けた無人航空

機を飛行させる場合の運用ガイドライン」に基づき、乙は必要な安全確保を行うもの

とする。 

第１５条 飛行計画 

乙は、協定締結後速やかに、活動実施のための「飛行計画書」を提出し、甲の承

認をうけることとする。 

第１６条 防災訓練等の参加 

第２条活動の内容で定める被災状況調査など、災害応急対策活動を円滑に行う

ため、甲は乙に対し甲の実施する訓練等への参加の協力を依頼することができるも

のとする。 

２．甲の実施する訓練において、乙は無人航空機の訓練撮影飛行を実施することと

する。訓練に関する費用は乙の負担とする。 

第１７条 甲乙間の連絡窓口 

甲乙間の連絡窓口（氏名、役職、平日昼夜・休日の連絡先（携帯電話、メール

等））は、甲乙間で別途指定する連絡表にて共有するものとし、本協定以外の目的



には使用しないものとする。 

第１８条 安全の確保 

乙は、活動にあたっては、労働基準法など関係法令を遵守し、技術者の安全確

保に努めなければならないものとする。 

第１９条 緊急通行車両の届出 

本協定締結後、乙は本協定に基づき甲に対して乙が保有している（災害対策基

本法第７６条に示す）緊急通行車両として登録可能な車両を事前に甲に届け出を

するものとする。 

第２０条 身分証明書の発行 

活動を行う場合は、乙は甲が発行する「身分証明書」を携行するものとする。 

第２１条 有効期限 

この協定の有効期限は、令和４年１月２０日から令和６年３月３１日までとする。た

だし、期間満了の日の３箇月前までに甲から乙に対して継続等の意向を確認し、解

約の意向がない場合には２年間継続するものとする。なお、当該継続期間が満了し

たときも同様とする。

第２２条 協定の効力 

乙が関東地方整備局長から、地方支分部局所掌の工事請負契約に係る指名停

止等の措置要領（平成 26年 3月１９日 国地契第 97号）に基づく指名停止期間中

はこの協定を適用しない。 

２．乙が関東地方整備局（港湾空港関係を除く）一般競争（指名競争）入札参加資格

業者のうち、測量または土木関係建設コンサルタント業務のいずれかに登録されて

いない場合はこの協定を適用しない。

第２３条 協定の解約 

甲もしくは乙において、協定を継続できない事情が発生したときは、甲乙協議の

うえ協定を解除することができるものとする。 

２．乙において取引停止の事実や不渡りの情報もしくは会社更生法・民事再生法の

申請等があった場合または協定の履行にあたり乙に不誠実な行為があった場合

は、甲は書面による通告をもって本協定を解除することが出来る。 

第２４条 その他 

この協定に定めのない事項または疑義を生じた事項については、その都度甲乙



協議して定めるものとする。 

この協定の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各自１通を保有する。 

令和４年 １月  日 

甲 国土交通省関東地方整備局 

   東京国道事務所長 福本 充  印 

乙 株式会社 ○○コンサルタント ○○支店 

   支店長     ○○ ○○ 印 



区間⑨

協定締結区間割り

注） 協定区間の表示は、区間を区別するため
表示方法を使い分けしたものである。

別紙－１

区間① Ｒ１ 中央区日本橋一丁目～大田区多摩川二丁目 １８．２０ ０.００ ～ １８.２０

区間② Ｒ４ 中央区日本橋室町三丁目～埼玉県草加市谷塚二丁目 １４．００ ０.５４ ～ １４.５４

区間③ Ｒ６ 中央区日本橋本町三丁目～葛飾区金町三丁目 １３．３６ ０.７９ ～ １４.１５

区間④ Ｒ１４ 中央区日本橋馬喰町二丁目～江戸川区大杉三丁目 ９．１４ １.７９ ～ １０.９３

区間⑤ Ｒ１５ 中央区日本橋一丁目～大田区東六郷三丁目 １７．９０ ０.１９ ～ １８.０９

区間⑥ Ｒ１７ 中央区日本橋一丁目～板橋区舟渡三丁目 １５．９７ ０.００ ～ １５.９７

区間⑦ Ｒ２０ 千代田区霞が関一丁目～世田谷区給田三丁目 １６．６４ ２.９４ ～ １９.５８

千代田区永田町一丁目～世田谷区玉川三丁目 １３．７５ ０.００ ～ １３.７５

港区赤坂一丁目～千代田区永田町二丁目 １.０８ ０.００ ～ １.０８

Ｒ２５４ 文京区本郷三丁目～練馬区旭町三丁目 １５．２２ ０.００ ～ １５.２２

Ｒ１７ＢＰ 練馬区北町三丁目～板橋区三園二丁目 ３.４８ ０.００ ～ ３.４８

Ｒ３５７ 江戸川区臨海町六丁目～大田区羽田空港三丁目 ２０．９１ ２２.８８ ～ ４３.７９

Ｒ３５７ＢＰ 品川区八潮一丁目～品川区北品川二丁目 ３.０９ ０.００ ～ ３.０９

担当区間 距離 Ｋｐ区間 路線

区間⑧ Ｒ２４６
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別紙－２ 

無人航空機の飛行に不適な天候 

 ・夜間（日没から日の出まで） 

 ・雨天時（小雨を含む）及び雨天予報時 

 ・強風（地上部で風速 5m/S 以上）発生時及び強風予報時 


